
日本証券金融株式会社

第109期

株主通信

2018年 4月 1日から2019年 3月 31日まで

2020年3⽉期は、連結営業利益36億円（前期⽐9.6%減）、同

経常利益44億円（同12.8%減）、同当期純利益32億円（同15.0%

減）を見込んでおります。

本年7⽉には株式の決済期間短縮（T+2）化を控えており、新たな

貸株スキームの導入などによる取引先の利便性向上を通じた

収益力の強化などに取組んで参ります。

なお、2020年3⽉期の配当予想については、「連結配当性向

60%程度を下回らない」との⽅針の下、株主の皆様への安定的な

還元を重視する観点から22円といたしました。

2019年3⽉期における業務別の営業収益は、貸借取引業務が

前期⽐27.1％減と苦戦を強いられましたが、株券および国債の

調達先拡大と内外の新たな取引ニーズの獲得に取組むなかで、

有価証券貸付業務が同28.7％増、一般貸付業務が同35.4％増

といずれも高い伸びとなったほか、その他業務（主に国債等の有

価証券運用）も同9.3％増となりました。

この結果、連結営業収益243億円（前期⽐7.6％減）、同営業

利益39億円（同2.6％増）、同経常利益50億円（同7.7％増）、

同当期純利益37億円（同10.9％減）となりましたが、当期純利益

では期初の見通し（31億円）を2割強上回る水準を確保いたし

ました。

当期純利益
3,200百万円

前期⽐ △15.0％

配当予想
22円

前期⽐ 変わらず

配当性向
63.7%

前期⽐ ＋8.7％

株主の皆様へ
　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼
申し上げます。
　当社は、コーポレートガバナンス体制の更なる強化・高度
化を図るべく、第109回定時株主総会での決議を経て、指名
委員会等設置会社へ移行いたしました。
　また、本総会後に開催しました取締役会において、小林
英三が執行役会長に、櫛田誠希が代表執行役社長にそれ
ぞれ就任いたしました。
　今後も、第5次中期経営計画のもと、企業価値の向上に向
けてグループ一丸となって取組んで参りますので、株主の
皆様におかれましては一層のご支援を賜りますよう、お願い
申し上げます。

2019年3月期について 2020年3月期の見通しについて

代表執行役社長　櫛 田 誠 希 執行役会長　小 林 英 三



個人投資家のみなさまに株式の信用取引を正しく理解していただくとともに、信用取引を身近に感じていただくため、
株式会社Finatextとパートナーシップを組み、2018年12⽉3⽇にスマホアプリ「まじトレ！」をリリースしました。

指名委員会等設置会社への移行について

業務の執行

経営の監督

⃝QRコードはこちら

iPhone Android

　当社は、「証券⾦融の専門機関として常に公共的役割を強く
認識するとともに、証券市場の発展に貢献することを使命と
する」との企業理念の下、コーポレートガバナンスの強化を
経営の重要課題として掲げ、社外役員の積極的な招聘や任意
の指名報酬委員会の設置などコーポレートガバナンスの充実
に取組んで参りました。
　現在、⾦融・証券市場においては、グローバル化やフィン
テックに代表される高度化が加速し、国際⾦融規制の強化が
すすめられるなど、当社を取り巻く環境は大きく変化してお
ります。
　こうしたなか、当社は、経営の健全性確保について一層の
監督強化を図りつつ、当社を巡る環境の変化に素早く対応

できる業務執行を実現していくことが必要であると判断し、
本年6⽉25⽇に開催された第109回定時株主総会の決議を
もって従来の「監査役会設置会社」から「指名委員会等設置
会社」に移行いたしました。
　新しい経営体制の下で、変化の激しい⾦融・証券市場に
おける競争力強化のために、迅速な意思決定を実現していく
とともに、監督と執行を明確に分離することにより経営の
透明性・客観性の向上を図ります。
　また、当社の存立基盤をより強固なものとし、株主の皆様
をはじめとする全てのステークホルダーの期待に応えるべく、
第5次中期経営計画（2017年度～2019年度）に掲げた各種
施策に取組んで参ります。

株主総会

取締役会（取締役５名、うち社外取締役３名）

監査委員会
（社内1名、社外2名）

報酬委員会
（社内１名、社外２名）

指名委員会
（社内1名、社外2名）

代表執行役・執行役

業務執行の権限
移譲・監督

執行役の選任・
解任

取締役の選任・解任

特 集
Feature

～ スマホアプリ「まじトレ！」をリリースしました ～IRトピックス

貸借取引業務 信用取引の決済に必要な資金・
株券を証券会社に貸付

証券会社の運転資金などの貸付・インターネット
等を利用した個人・事業法人への貸付など

顧客分別金信託等の信託業務と有価
証券運用、貸出等の銀行業務

当社グループ所有の不動産の
賃貸・管理

国債などの有価証券の運用ほか

⃝融資・貸株残高の減少により前期⽐減収

⃝  ⾦融商品取引業者向け貸付が堅調だったほか、個人・事業
法人向け貸付残高も前年を上回った結果、前期⽐増収

⃝  信託報酬が過去最高を更新も、保有国債等の売却益が
減少

⃝管理テナントの満室状態が継続し、前期⽐増収

⃝外貨取引にかかる為替差益の計上などにより前期⽐増収
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証券会社などへの債券・株券の貸付

⃝  債券営業部門における貸付残高の増加などが寄与したほか、
一般貸株部門も堅調に推移した結果、前期⽐で大幅な増収
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昨年12⽉にお送りした「株主通信第109期中間」に同封したアンケートにつきましては、2,604名からのご回答を頂きました。
皆様のご協力に感謝申し上げますとともに、頂いた貴重なご意見を今後のIR活動に反映して参ります。一部ではございますが、アンケート
の結果をご紹介させて頂きます。

● 新規ビジネスの展開も期待しているが、重要なインフラなので揺るぎない誠実な⽇証⾦を構築してほしい。
● 増配となるように業績の向上を期待している。
● 最近、企業の不祥事が多いので、コンプライアンスを重視した経営を心掛けてほしい。

ＩＲ掲示板 （株主様アンケート結果のご報告）

業務別の営業収益（単位:百万円）

一般貸付業務

有価証券貸付業務

信託銀行業務

不動産賃貸業務

その他の業務

当社株式の購入理由について(複数回答) 保有⽅針

～自由記載欄より～

Q Q

第1位 第1位

第2位 第2位

第3位 第3位

安定性 ・・・ 22.5%（前回⽐+0.7%） 長期（3年～） ・・・ 66.5%（前回⽐+4.2%）

配　当 ・・・ 21.0%（前回⽐＋5.2%） 中期（1～3年） ・・・10.6%（前回⽐＋0.2%）

将来性 ・・・ 11.8%（前回⽐▲1.8%） 買い増し ・・・ 6.0%（前回⽐▲1.6%）



株式情報

株式についてのご案内

⼤株主

▪ 商 号 ⽇本証券⾦融株式会社
JAPAN SECURITIES FINANCE CO.,LTD.

▪ 証 券 コ ー ド 8511

▪ 設 立 1927年7⽉

▪ 創 業 1950年2⽉

▪ 資 本 ⾦ 100億円

▪ 主な事業内容 貸借取引貸付、一般貸付、有価証券貸付

▪ 従 業 員 数 251名

▪ 本 店 東京都中央区⽇本橋茅場町一丁目2番10号

【取締役】
社 外 取 締 役
取締役会議長 小　幡　尚　孝 （指名委員会・報酬委員会 委員長）

社 外 取 締 役 杉　野　翔　子 （指名委員・報酬委員・監査委員）

社 外 取 締 役 飯　村　修　也 （監査委員会 委員長）

取 締 役※ 櫛　田　誠　希 （指名委員・報酬委員）

取 締 役 奈須野　　　博 （監査委員）
※は執行役兼務

【執行役】 【執行役員】
執 行 役 会 長 小　林　英　三 上席執行役員 平　間　靖　浩

代表執行役社長 櫛　田　誠　希 執 行 役 員 田　原　徹　也

執行役副社長 樋　口　俊一郎 執 行 役 員 下山田　守　邦

執 行 役 専 務 福　島　賢　二 執 行 役 員 西　田　　　修

執 行 役 専 務 前　田　和　宏 執 行 役 員 杉　山　慎　一

執 行 役 常 務 岡　田　　　豊

株式の状況

▪発行可能株式総数 200,000千株
▪発行済株式の総数 100,000千株
▪株主数 12,344名

株主名 持株数
（千株）

持株⽐率
（％）

⽇本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口） 6,017 6.44

⽇本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 4,671 5.00

公益財団法人資本市場振興財団 4,654 4.98

⽇本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口9） 4,458 4.77

株式会社みずほ銀行 3,536 3.78

⽇本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口4） 2,989 3.20

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE 
IEDU UCITS CLIENTS NON LENDING 
15PCT TREATY ACCOUNT

2,692 2.88

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE NVl01 2,260 2.42

STATE STREET BANK WEST CLIENT- TREATY 505234 1,897 2.03

STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505019 1,892 2.02

※持株⽐率は自己株式（6,674千株）を除いたベースです

事 業 年 度 4⽉1⽇から翌年3⽉31⽇まで

定 時 株 主 総 会 6⽉

定時株主総会基準⽇ 3⽉31⽇

剰余⾦の配当基準⽇ 期末配当3⽉31⽇
中間配当9⽉30⽇

単 元 株 式 数 100株

株主名簿管理人 東京都中央区⽇本橋茅場町一丁目2番4号
⽇本証券代行株式会社

同事務取扱場所 東京都中央区⽇本橋茅場町一丁目2番4号
⽇本証券代行株式会社　本店

郵便物送付先 
お 問 合 せ 先

〒168-8620　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
⽇本証券代行株式会社　代理人部

0120-707-843

同 取 次 窓 口 ⽇本証券代行株式会社の⽀店および
三井住友信託銀行株式会社の本⽀店

（「コンサルティングオフィス」「コンサルプラザ」
を除く）

特別口座の口座管理機関 ⽇本証券代行株式会社

照 会 先 同社代理人部　 0120-707-843

公 告 ⽅ 法 当社ホームページ（http://www.jsf.co.jp）に電⼦
公告により掲載します。なお、電⼦公告をすること
ができない場合は、⽇本経済新聞に掲載します。

自己株式
6,674千株
(6.7%)

金融機関
33,062千株
(33.1%)

証券会社
6,425千株
(6.4%)

その他の国内法人
7,563千株
(7.6%)

発行済株式の総数
100,000
千株

外国人
25,311千株
(25.3%)

個人・その他
20,962千株
(20.9%)

会社概要（2019年3月31日現在） 役員⼀覧（2019年6月25日現在）

ホームページのご案内

日本証券金融
（http://www.jsf.co.jp/）

検 索




